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１　指定地球温暖化対策事業者の概要

 (1)　指定地球温暖化対策事業者及び特定テナント等事業者の氏名

 (2)　指定地球温暖化対策事業所の概要
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１　指定地球温暖化対策事業者の概要

 (1-2)　指定地球温暖化対策事業者及び特定テナント等事業者の氏名

地球温暖化対策計画書

氏名（法人にあっては名称）
指定地球温暖化対策事業者
又は特定テナント等事業者の

別



 (3)　担当部署

 (4)　地球温暖化対策計画書の公表方法

 (5)　指定年度等

年 月 日

２　地球温暖化の対策の推進に関する基本方針

３　地球温暖化の対策の推進体制

計 画 の
担当部署

事業部　運営管理課

03－3570－9213

公 表 の
担当部署

名 称

名 称 事業部　運営管理課

03－3570－9213電 話 番 号 等

電 話 番 号 等

年度

入手方法：

地域冷暖房を使用している「事業所」としての削減義務を維持していくことを目標とする。
1．第一段階として、
     ①空調機の熱負荷の削減
     ②照明、熱源用電力の削減
     ③冷温水使用量の削減を図る。
2．第二段階として、高効率機器への更新、水道使用量の削減を図る。
3．第三段階として、太陽光発電、風力発電等、環境負荷が少ない自然エネルギーを積極的に取り入れる。

公表方法

http://www.miraikan.jst.go.jpアドレス：

1

ホームページで公表

2009

アドレス：

閲覧可能時間：

冊子名：

所在地：窓 口 で 閲 覧

指定地球温暖化対策事業所 年度

特定地球温暖化対策事業所

再エネの導入・利用に関する取組みについて：
 再エネの導入及び利用については、現在、検討中。

閲覧場所：

2009

冊 子

そ の 他

事 業 所 の 使 用 開 始 年 月 日 2001 4

国立研究開発法人科学技術振興機構

日本科学未来館

統括管理者 技術管理者（委託）

（東京都管理者講習会修了者）

事業部

経営管理室 展示企画開発課 運営管理課

設備管理会社

経営企画室 プログラム企画開発課事業推進課



４　温室効果ガス排出量の削減目標（自動車に係るものを除く。）
 (1)　現在の削減計画期間の削減目標

 (2)　次の削減計画期間以降の削減目標

５　温室効果ガス排出量（自動車に係るものを除く。）

 (1)　温室効果ガス排出量の推移 単位：ｔ（二酸化炭素換算）

(2)　建物の延べ面積当たりの特定温室効果ガス年度排出量の状況 単位：kg（二酸化炭素換算）/㎡・年

計 画
期 間

削 減
目 標

削 減
義 務
の

概 要

特 定 温 室
効 果 ガ ス

1519

メ タ ン
（ CH4 ）

一 酸 化 二 窒 素
（ N2O ）

ﾊｲﾄﾞﾛﾌﾙｵﾛｶｰﾎﾞﾝ
（ HFC ）

特定温室効果ガス
（エネルギー起源CO2）

計 画
期 間

特 定 温 室
効 果 ガ ス

削 減
目 標

設備も更新目安の15年を経過し、機器効率が低下してきている。
20年目を迎えて、高効率機器への更新を中長期計画を立てて行なってい
く。

年度

その他のガスは、水道水、再生水、下水道が主体の為に節水を行なう方法
を考えていく。
配管の老朽化に伴い、漏水等による使用量の増加が無い様に、配管の更新
等を考えていく。

3,457

年度 2016

84.8 82.3

2015

六 ふ っ 化 い お う
（ SF6 ）

上 水 ・ 下 水 16

合 計

延 べ 面 積 当 た り
特 定 温 室 効 果 ガ ス
年 度 排 出 量

3,474

そ
の
他
ガ
ス

17

ﾊ ﾟ ｰ ﾌ ﾙ ｵ ﾛ ｶ ｰ ﾎ ﾞ ﾝ
（ PFC ）

非エネルギー起源
二酸化炭素（CO2）

三 ふ っ 化 窒 素
（ NF3 ）

78.6

3,370 3,617 3,494

85.3

年度年度

88.3

年度2017 2018 2019

3,218

当事業所から排出される特定温室効果ガス以外のガス（その他ガス）は、
水道の使用及び下水道への排水が主体となっているので、節水を行なう方
法によりその他ガスを削減する。
2019年度に、トイレの衛生器具の新規更新を実施しました。洗浄水を削減
する事で、削減目標を達成します。

24,935

年度まで

15%

Ⅰ－２
ｔ（二酸化炭素
換算）/年5,867

排 出 上 限 量
(削減義務期間合計)

削減義務
率の区分

平均削減
義 務 率

3,475

年度年度2015 2016 2017

3,5973,354

特 定 温 室 効 果
ガ ス 以 外 の
温 室 効 果 ガ ス

2024

2025 2029年度から

年度から

冷暖房熱源を地域熱供給から受けているので、総量削減義務以上の削減を
めざす。
具体的には、2008年度より実施している省エネ対策の成果を確認しながら
進めていく。

2020 年度まで

ｔ（二酸化炭素
換算）

基 準 排 出 量

特 定 温 室 効 果
ガ ス 以 外 の
温 室 効 果 ガ ス

20

年度

2018 2019年度 年度

3,203



６　総量削減義務に係る状況（特定地球温暖化対策事業所に該当する場合のみ記載）

 (1)　基準排出量の算定方法

）

）

 (2)　基準排出量の変更

 (3)　削減義務率の区分

 (4)　削減義務期間

 (5)　優良特定地球温暖化対策事業所の認定

 (6)　年度ごとの状況 単位：ｔ（二酸化炭素換算）

 (7)　前年度と比較したときの特定温室効果ガスの排出量に係る増減要因の分析

排 出 削 減 量
（ F ＝ A -
E ）

実
績

2,392

特定温室効果
ガス排出量(E)

2,513 2,270

3,457 3,354 3,597 3,475

具体的な増減要因

①新型感染症コロナウィルス拡大による政府緊急事態宣言を受け、2月28日から
　6月2日までの間、館全体を休館とした。
②新型感染症コロナウィルスの流行並びに休館により、来館者数が減少したため、
　開館時の設備稼働時間が減少した。
③館内各所で照明のLED化を実施した。
④2019年度にトイレ等衛生器具更新工事を実施し、洗浄水量の少ない器具導入
　により、水道使用量の削減を実施した。

増 減 要 因
削 減 対 策 床 面 積 の 増 減 用 途 変 更

設 備 の 増 減 そ の 他

削 減 義 務
期 間 合 計

2018 年度 2019 年度年度

12,2492,6642,410

17,0863,203

5,867

15.00%

29,335

15.00%

5,8675,867

年度 2017 年度 2018

15.00%

年度

15.00%

2015 年度

過去の実績排出量の
平 均 値

排 出 標 準 原 単 位 を
用 い る 方 法

そ の 他

特 に 優 れ た
事 業 所 へ の 認 定

年度から

極 め て 優 れ た
事 業 所 へ の 認 定

削減義務率の区分

基準年度：（

2015 2016

2015 年度まで

24,935

基 準 排 出 量
(A)

削 減 義 務 率
(B)

2016

2019

2017 年度

Ⅰ－２

算定方法：（

変 更 年 度

年度

決
定
及
び
予
定
の
量

5,867 5,867

15.00%

2019 年度

削 減 義 務 量
(D ＝Σ (A× B))

排 出 上 限 量
（ C ＝ Σ A-
D ）

2002年度、2003年度、2004年度

2019 年度前削減計画期間 2018 年度2015 年度 2016 年度 2017 年度

4,400



７　温室効果ガス排出量の削減等の措置の計画及び実施状況（自動車に係るものを除く。）

区 分
番 号

区 分 名 称

【特定温室効果ガス排出量の削減の計画及び実施の状況】

1 120800 12_熱蓄槽の管理 温蓄熱槽の使用停止。 2008年度より実施 温水ピーク対策用の機器であるが、使用されていない為に停止。

2 130200
13_空気調和設備の効率管
理

空調機の温度設定変更。 2008年度より実施 外気冷房制御の見直しも含む。

3 130100 13_空気調和の管理 空調機の運転時間の短縮。 2008年度より実施

4 130200
13_空気調和設備の効率管
理

高効率空調機への更新。 2020年度以降の計画

5 130300 13_換気設備の運転管理 駐車場排風機の停止。 2009年度より実施

6 140100 14_給湯設備の管理 電気温水器の運転停止及び運転時間短縮。 2010年度より実施

7 150200 15_照明設備の運用管理
照明スケジュールの変更及び不要照明の消
灯。

2007年度より実施
2008年度にスケジュール変更の見直しを実施。（点灯時間を短
縮。）

8 150200 15_照明設備の運用管理
3，5階展示エリアのバックヤード照明の一
部消灯。

2012年度より実施

9 150200 15_照明設備の運用管理 ハロゲンラップ及び蛍光灯のLED化。
2015年度より継続

実施中
居室部分：研究棟の蛍光灯をLEDに更新計画中。
共用部分：ハロゲンランプ及び蛍光灯をLEDに更新計画中。

10 150200 15_照明設備の運用管理 共用廊下のLED化及び階段室の減光。 2015年度に実施
共用廊下：LED化及び一部人感センサーの取付け。
階段室　：人感センサー取付けによる減光。

11 150200 15_照明設備の運用管理 1，3，5階展示エリアの基本照明のLED化。 2016年度に実施 展示エリア及びエレベーターホールをLEDに更新。

12 150200 15_照明設備の運用管理 高輝度誘導灯のLED化。 2016年度に実施 高輝度誘導灯を全館LEDに更新。

13 150200 15_照明設備の運用管理
各階電気室、機械室、メンテナンススペー
スの蛍光灯をLED化。

2020年度より実施

14 150200 15_照明設備の運用管理 役員室の蛍光灯をLED化。 2020年度より実施

15 160200 16_建物の省エネルギー ガラス壁面に遮光フィルムを貼付け。 2024年度以降の計画 ガラス壁面からの太陽光輻射熱を遮断する。

16

備 考
対策
Ｎｏ

対策の区分

対 策 の 名 称 実 施 時 期



７　温室効果ガス排出量の削減等の措置の計画及び実施状況（自動車に係るものを除く。）

区 分
番 号

区 分 名 称
備 考

対策
Ｎｏ

対策の区分

対 策 の 名 称 実 施 時 期

17

18

19

20

　　（再生可能エネルギーの設備導入及び利用の状況）

71

72

73

【その他ガス排出量の削減の計画及び実施の状況（その他ガス削減量を特定温室効果ガスの削減義務に充当する場合のみ記載）】

81

82

83

【排出量取引の計画及び実施の状況】

91

92

93



８　事業者として実施した対策の内容及び対策実施状況に関する自己評価（自動車に係るものを除く。）

1．電気使用量の減少
　　①来館者数の減少により、照明の点灯時間の短縮及び不要照明の消灯を行ない、電気使用量が
      減少しています。
　　②6階研究施設の空調を24時間運転していましたが、運用変更により運転時間が短くなりました。
　　　また、照明器具もHF型の器具からLED器具に変更をしました。
　　　これにより、電気使用量が減少しています。
　　③全館トイレの照明器具をLED器具に変更したことで、電気使用量が減少しました。
    　今年度も照明器具のLED化を図っていきたいと思います。

2．冷水使用量の減少
　　①来館者数の減少により、空調機の運転時間も短くなった為、冷水使用量が減少しました。
　　　導入側の吹抜け部分の熱負荷が大きい為、何らかの対策を講じていきたいと思います。
　　　また、新型コロナウィルスにより各所換気を実施している為、今後冷水負荷の増加が
      考えられます。
　　　夏場の空調方法について対策を考えていきたいと思います。

3.その他ガスの減少
　　①来館者数の減少により、再生水の使用量が減少しています。
　　②2019年10月から2020年03月にかけて、各階のトイレのリニューアルを実施しました。
　　　大便器等の１回当りの使用量が減少した為に、再生水の使用量が減少しています。
　　　今後も維持していきたいと思います。

再エネの導入・利用に関する取組みについて：
　再エネ設備の導入並びに利用に関しては、現在、検討中。


